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建
設
業
の
賃
上
げ
で
意
見
交
換

政
府
岸
田
首
相
が
関
係
団
体
に
要
請

基
幹
管
路
の
全
国
平
均
４２
・
３
％

都
道
府
県
・
事
業
主
体
で
格
差

政
府
は
建
設
業
界
に
お
け

る
技
能
労
働
者
の
処
遇
改
善

を
図
る
観
点
か
ら
法
改
正
や

公
共
工
事
設
計
労
務
単
価
の

引
き
上
げ
な
ど
を
進
め
て
い

る
。
そ
の
一
環
と
し
て
岸
田

文
雄
首
相
は
関
係
４
団
体
と

意
見
交
換
会
を
行
い
、
将
来

の
担
い
手
確
保
に
つ
な
が
る

十
分
な
賃
上
げ
を
実
現
す
る

よ
う
要
請
し
た
。

処
遇
改
善
に
向
け
た
取
り

組
み
と
し
て
政
府
は
３
月
１

日
に
公
共
工
事
設
計
労
務
単

価
を
５
・
９
％
、
３
月
下
旬

に
資
材
輸
送
を
担
う
運
送
業

の
標
準
的
運
賃
を
８
％
、
４

月
１
日
に
清
掃
・
保
全
・
警

備
を
対
象
と
す
る
建
築
保
全

業
務
労
務
単
価
を
６
・
２
％

に
引
き
上
げ
た
。
こ
れ
に
伴

い
建
設
業
法
と
入
札
契
約
適

正
化
法
の
改
正
法
案
を
閣
議

決
定
し
、
賃
金
原
資
の
確
保

と
下
請
事
業
者
を
含
め
た
漏

れ
の
な
い
配
分
、
資
材
価
格

転
嫁
の
円
滑
化
に
よ
る
労
務

費
へ
の
し
わ
寄
せ
防
止
、
働

き
方
改
革
と
建
設
現
場
の
生

産
性
向
上
な
ど
を
推
進
し
て

い
く
。

賃
上
げ
に
関
す
る
意
見
交

換
会
に
は
全
国
管
工
事
業
協

同
組
合
連
合
会
（
藤
川
幸
造

会
長
）
が
加
盟
す
る
建
設
産

業
専
門
団
体
連
合
会
、
日
本

建
設
業
連
合
会
、
全
国
建
設

業
協
会
、
全
国
中
小
建
設
業

協
会
の
４
団
体
が
参
加
。
政

府
か
ら
岸
田
首
相
を
は
じ
め

斉
藤
鉄
夫
国
土
交
通
相
、
新

藤
義
孝
経
済
財
政
政
策
担
当

相
ら
が
出
席
し
た
。

席
上
、
岸
田
首
相
は
「
適

切
な
価
格
転
嫁
を
通
じ
て

賃
上
げ
の
流
れ
を
中
小
零

細
企
業
に
広
く
波
及
さ
せ

る
こ
と
が
重
要
だ
。
技
能

労
働
者
の
多
く
は
下
請
で

あ
る
中
小
零
細
企
業
で
働

い
て
い
る
が
、
エ
ッ
セ
ン

シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
で
あ
り

な
が
ら
低
賃
金
の
３
Ｋ
（
き

つ
い
、
汚
い
、
危
険
）
業
種

と
見
な
さ
れ
て
き
た
。
今
後

は
未
来
志
向
の
前
向
き
な
新

３
Ｋ
（
給
与
が
よ
い
、
休
暇

が
取
れ
る
、
希
望
が
持
て

る
）
を
め
ざ
し
て
い
か
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
官
民
一
体

と
な
っ
て
コ
ス
ト
カ
ッ
ト
の

縮
み
志
向
か
ら
成
長
型
経
済

へ
の
転
換
を
図
り
、
将
来
の

担
い
手
確
保
と
持
続
的
な
発

展
に
つ
な
げ
て
も
ら
い
た

い
」
と
強
調
し
た
。

厚
生
労
働
省
は
３
月
２２
日
、
令
和
４
年
度
末
の
水
道
事
業
耐
震
化
状
況
調
査
結
果
を
ま
と
め
た
。
そ
れ
に
よ
る

と
導
水
管
や
送
水
管
な
ど
基
幹
管
路
と
呼
ば
れ
る
水
道
管
の
耐
震
適
合
率
は
全
国
平
均
で
４２
・
３
％
と
な
っ
た
。

前
年
度
に
比
べ
１
・
１
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
た
も
の
の
、
依
然
と
し
て
低
い
水
準
だ
。
都
道
府
県
別
や
自
治
体
・
一

部
事
務
組
合
な
ど
の
水
道
事
業
主
体
別
に
み
る
と
進
み
具
合
に
大
き
な
格
差
が
あ
る
。
こ
の
た
め
水
道
事
業
者
な

ど
へ
の
技
術
的
・
財
政
的
支
援
を
強
化
し
、
全
国
的
な
耐
震
化
率
の
一
層
の
向
上
を
め
ざ
す
。

今
回
の
調
査
結
果
に
よ
る

と
、
基
幹
管
路
の
総
延
長
１

１
５
２
４
９
㎞
の
う
ち
耐
震

適
合
性
の
あ
る
水
道
管
の
延

長
は
４
８
７
９
７
㎞
と
な
っ

た
。
前
年
度
に
比
べ
１
５
９

５
㎞
耐
震
化
さ
れ
て
い
る
。

浄
水
施
設
の
耐
震
化
率
は

４３
・
４
％
で
前
年
度
か
ら
４

・
２
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
た
。

着
水
井
か
ら
浄
水
池
ま
で
の

全
処
理
系
統
を
耐
震
化
す
る

に
は
施
設
停
止
が
必
要
で
改

修
が
難
し
い
こ
と
か
ら
、
基

幹
管
路
や
配
水
池
に
比
べ
て

耐
震
化
は
進
ん
で
い
な
い
。

配
水
池
の
耐
震
化
率
は
６３

・
５
％
で
前
年
度
か
ら
１
・

２
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
た
。
浄

水
施
設
に
比
べ
て
耐
震
化
が

進
ん
で
い
る
の
は
構
造
上
、

個
々
の
配
水
池
ご
と
に
改
修

し
や
す
い
た
め
と
考
え
ら
れ

る
。国

は
南
海
ト
ラ
フ
地
震
や

首
都
直
下
地
震
な
ど
今
後
想

定
さ
れ
る
大
規
模
自
然
災
害

へ
の
備
え
と
し
て
国
土
強
靱

化
基
本
計
画
や
国
土
強
靱
化

年
次
計
画
２
０
２
２
な
ど
を

策
定
。
と
く
に
水
道
に
つ
い

て
は
２
０
２
８
年
度
末
ま
で

に
基
幹
管
路
の
耐
震
適
合
率

を
６０
％
以
上
に
引
き
上
げ
る

目
標
を
掲
げ
て
い
る
。

ま
た
大
規
模
地
震
発
生
の

増
加
や
異
常
気
象
の
頻
発
・

激
化
を
踏
ま
え
、
令
和
２
年

１２
月
に
「
防
災
・
減
災
、
国

土
強
靱
化
の
た
め
の
５
カ
年

加
速
化
対
策
」
が
閣
議
決
定

さ
れ
た
。
同
加
速
化
対
策
で

は
２
０
２
５
年
度
末
の
基
幹

管
路
耐
震
適
合
率
を
５４
％
、

浄
水
場
・
配
水
場
の
耐
震
化

率
を
そ
れ
ぞ
れ
４１
％
・
７０
％

に
引
き
上
げ
る
こ
と
に
し
て

い
る
。

同
省
で
は
水
道
事
業
者
に

よ
る
耐
震
化
の
取
り
組
み
を

推
進
す
る
た
め
、
財
政
支
援

の
拡
充
や
「
水
道
の
耐
震
化

計
画
等
策
定
指
針
」
な
ど
に

よ
る
技
術
的
支
援
に
努
め
て

き
た
。
平
成
３０
年
の
水
道
法

改
正
で
は
水
道
事
業
者
に
よ

る
施
設
の
計
画
的
な
更
新
に

関
す
る
規
定
な
ど
が
創
設
さ

れ
た
。
こ
れ
に
基
づ
き
改
正

水
道
法
の
適
切
な
運
用
に
努

め
る
と
と
も
に
、
国
土
交
通

省
・
環
境
省
へ
の
水
道
行
政

移
管
後
も
水
道
事
業
の
耐
震

化
が
さ
ら
に
進
む
よ
う
全
力

で
取
り
組
ん
で
い
く
。

水道耐震率向上へ
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